
 

 

 

平成 28年 2月 17日 

 

項目 御意見 

検討課題 平成 29～31年度に必要となる電波利用共益事務の在り方 

電波利用共益事務の使

途について 

病院等の医療機関内における携帯電話等のインフラ整備に、電波利用料による国の支援が必要である

と考えます。 

 

＜背景＞ 

日本は世界的にも高齢化が進んでいる国であり、医療産業は今後の経済成長を支える有力分野である

と考えられています。医療産業の競争力向上の重要な方策として医療機関における ICT化があり、そ

の基盤となる院内ワイヤレス環境整備の必要性は高まっています。 

また、国民生活や経済活動に不可欠となった携帯電話等は、医療機関利用者・従事者においても、そ

の必要性は同様であり、特に人の命がかかわる医療機関は、電波利用の公平性が確保されるべき公益

性が高い施設と考えることが出来ます。 

 

＜課題＞ 

一方で、平成 26年 8月に電波環境協議会から携帯電話の使用ルールについて改定（緩和）された指針

が発表されたものの、医療機関内における携帯電話等のインフラ整備は比較的遅れております。 

その主な要因として「事業採算上の問題等から、高額な設備投資費用の負担者が存在しない」ことが

考えられます。通信事業者・医療機関等にとっては、商業施設等と違い医療機関は利用者が集中する

エリアではないことから、設備投資も限定的にならざるを得ない状況であると思料します。 

 

≪図１．医療機関内における携帯電話等のインフラ整備の課題≫ 

1. インフラ整備費用の負担
院内の携帯電波環境の整備にかかる費用が高額で通信事業者・医療機関とも
に負担を許容できないケースが多い

2. 工事における制約
院内では24時間365日医療従事者と利用者が活動/静養しているため、通信設備導

入に対する工事、また運用時のメンテナンス時において多大な制約、配慮が必要と
なる。また、既築の病院においては設備の設置場所等に制約があることも予想され
る。

3. 整備エリアにおける制約
携帯電話端末使用ルールの指針に沿った対策を行う場合、一般的なオフィスビル
等と比較して整備エリアに特別な配慮が必要となる。また医療機関側で、各通信事
業者の整備エリアを管理する事が困難。

 



＜意見（解決策）＞ 

上記のように事業採算上の問題等を民間分野で解決することが難しい現状を踏まえ、「携帯電話等エリ

ア整備事業（格差是正事業）」等と同様に、医療機関内の携帯電話等のインフラ整備に必要な費用に対

して一定の国庫補助（電波利用料）を交付する制度や仕組みの整備が進められることを期待します。 

当該国庫補助が実現した場合、実際の携帯電話等のインフラ整備にあたっては、国庫負担を極力抑え

つつ、導入・運用時の医療機関利用者及び従事者の負担軽減を図る事が必要であり、そのための手段

として、「共用設備を用いたインフラシェアリング」による整備が最適であると考えます。 

 

≪図２．共用設備を用いたインフラシェアリングとは≫ 

 

 

 

 

 

≪図３．共用設備を用いたインフラシェアリングによる整備費用の圧縮イメージ≫ 

 

 



＜まとめ＞ 

「共用設備を用いたインフラシェアリング」により、一定の整備費用抑制が見込まれるほか、医療機

関の利用者や従事者が静養/活動している中で、医療機関内の工事が一回で済めば関係各者の負担が軽

減できるものと考えます。さらには、医療機関内で携帯電話端末使用ルールの指針に沿った整備を行

う場合、一般的なオフィスビル等と比較して対策エリアについて特別な配慮（医用電子機器等の考慮）

が必要となりますが、それらの調整の効率化を図れるものと思料します。 

携帯電話等、電波環境の効率的な整備が実現されることにより、医療機関内におけるＩＣＴサービス

の更なる普及と拡大、ならびに医療機関の利用者や従事者の利便性向上が図られることを期待します。 

 

≪図４．医療機関内における携帯電話等のインフラ整備メリット≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】≪図５．携帯電話環境整備に対する医療機関からの回答（全体）≫ 

 

 



 

【参考】≪図６．医療機関病床数別「電波環境を改善したい」割合≫ 

 

 

【参考】≪図７．医療機関の声≫ 

 

 

 

その他 

（留意事項や情報提

供など） 

 


